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序．提案依頼に向けて

• 本プロポーザルにおいては、令和６年度デジタル人材育成研修
の実施に向け、本市職員のデジタルリテラシーの向上およびデ
ジタル推進に資する、各事業者による提案を求めるものである。

• プロポーザルに参加する提案者は、この資料に記載する情報に
基づき、本市における取組に有用となる提案を行うこと。



１．これまでの取組
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【令和３年度】
国が示した自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画に合わせ、藤沢市ＤＸ
推進計画と藤沢市スマートシティ基本方針を策定した。また、庁内でのDX推進に関する体制を
整備し、取り組みを開始した。

【研修等 主な取り組み】
①各課の長（希望者）を対象に「自治体DX推進セミナー」を開催
②庁内で公募した対象者（約30名）に対し、ワークショップ型研修を実施（マインドチェン

ジ、サービスデザイン、BPR、プロジェクト化など、計6回の研修を実施。）
③エクセルマクロの操作研修やICT基礎研修、IT調達研修など、専門的な研修を開催
④DX推進マネージャー（各課の長）とDX推進リーダー（上級主査以下、各課に原則1名）を

選任。
⑤DX戦略推進プロデューサー2名（外部人材）を選任した。



１．これまでの取組

【令和４年度】
令和3年度からの取り組みを拡充し、リーダーの育成に本格的に取組を開始した。リーダーに対

し、庁内の課題から抽出した検討テーマに基づき、実事業化を念頭に置いた研修を実施した。ま
た、職員課が所管する基礎・階層別研修との連動も開始した。

【研修等 主な取り組み】
①庁内の全ての局を対象に、DX推進に関する課題抽出を行った。
②DX戦略推進プロデューサー2名（外部人材）を研修講師とし、階層別研修においてDXマイ

ンドセット研修を実施した。
③リーダーの半数（約60名）を対象に、ワークショップ型研修を実施した。この研修では、

マインドチェンジ、サービスデザイン、BPR、プロジェクト化など、計6回の研修を実施した。

研修の過程で構築したアイデアのうち、事業実現性が高いアイデアについては、プロジェクトマ
ネジメントによる支援を行った。
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１．これまでの取組

【令和５年度】
令和4年度において、庁内でのDXに関する取り組みが事業化された一方で、推進上の課題が露呈
したことから、全庁的なDXマインドの定着に向けた研修などを拡充的に行った。また、デジタ
ル人材の育成について、計画※を策定した。

【研修等 主な取り組み】
①計画的かつ体系的なデジタル人材育成を推進するため、デジタル人材育成計画※を策定した。

その中で、職員の階層ごとに求められる役割や獲得すべきスキルなどを明確化した。
②各種実証実験などを通じた民間企業との連携を図り、新たな研修コンテンツの開発を進めた。
③マネージャー全員と、令和4年度に未受講だったリーダーの半数（約60名）を対象に、ワー

クショップ型を含む複合研修を実施した（実施したコンテンツ：DX基礎理解（座学）、BPR/デ
ザイン思考基礎（e-learning形式）、デジタル技術体験会の開催（リーダー向け）、ワーク
ショップ研修でのデザイン思考に基づくサービス設計（マネージャーとリーダーは別コンテン
ツ））。
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２．現状について

• 職員階層別研修に、ＤＸ戦略プロデューサによるＤＸマインド
の設定を目的とした研修を盛り込み、ルーティン的に裾野を広
げつつあり、若手層や中堅向けのマインド醸成進めている。

• 委託スキームの活用により、R4・５の２か年にかけて、中核人
材（DX推進マネージャーおよびDX推進リーダー）に対して、
DX基礎知識（デザイン思考・ＢＰＲ）のホリゾンタルな研修が
いったん完了した。

• 基礎の構築が一定程度進んだこと・ＤＸ事業の予算化が本格化
したことなど、ＤＸ推進着手当初から比較し、明確な環境変化
が観測されつつある。
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２．現状について
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２．現状について

※民間企業にご協力いただき実施した、”仕事の価値を考える”研修
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２．現状について
• また、年度内に実施した研修のアンケート結果等においては、

「日常業務で恩恵を感じられない」

「市民にDXを感じてもらえるような具体的な施策につながっていない」

「縦割り感が未だに拭えない」「現在の職場は対面の窓口対応が主流」

「ＤＸを推進していく上で、一番ハードルが高いのは、職員の意識改革だ
と思う。その部分にアプローチした研修を実施してほしい」

「DXに関しては既にマネージャー、リーダーが行うものの考え方ではない
と考える。全体が行うべき案件と考える。」

などの意見が寄せられており、組織全体として意識変容を促していく必
要性・極めて高い。
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２．現状について

• “概念”理解 のステップ から “技術・技能”習得のフェーズ
へのシフトチェンジ求められていることから、一定程度、ス
テップアップの機会を提供していく必要性増している。
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３．庁内体制

DX推進マネージャー
※各課等の長が担う
合計 124名（令和5年度）

DX推進マネージャーの主な役割は、DX推進リーダーの業務を支援しつつ、
課におけるDXの責任者として課のDXを強力に推し進めていくことである。
具体的な役割については、次のとおり。

①DX推進リーダーがDXに関する業務に従事することに関して、課内職員の理解を得て、必要に応
じて柔軟に業務量の調整を行う。
②DX推進リーダーが企画する案については、課の業務のあり方を抜本的に変えるものも含まれる
ため、課内職員の理解を得られるようにする。

③部門横断的なプロジェクトになる場合は、必要に応じて他部署等との調整等を行い、プロジェ
クトが円滑に進むよう尽力する。
④DX推進リーダーが主体的に取り組めるよう適宜指導支援を行うとともに、DX推進リーダーが企
画した案をどうしたら実現可能か大局的な視点から助言を行い改善につなげていく。
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３．庁内体制

DX推進リーダー
※原則として 各課等 上級主査以下の職員 １名（一部課等では設置していない）
合計 121名（令和5年度）

DX推進リーダーの主な役割としては、課におけるDXを進める原動力として、組織のDX推進の
旗振り役を担う。具体的な役割については、次のとおり。

①業務のやり方や流れを見直し、市民にとっても職員にとってもメリットのある業務のあり方を
考え、DX推進マネージャーとも相談し、課内調整を行う。

②課内でDXに関連する業務改革案を策定し、必要に応じて、予算要求につなげる。また、予算要
求前後でのRFI（情報提供依頼）の実施や機能要件の作成等を行い、調達までつなげる。
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３．庁内体制
デジタル戦略推進本部会議

市長

各部等の長

デジタル推進室
（事務局）

デジタル戦略推進委員会

各課等の長

副市長（２名）
CIO補佐官

（外部人材）

DX推進マネージャー（各課等の長がになう）

各課等 DX推進リーダー（原則各課１名）

• DX推進マネージャーおよびDX推
進リーダーは、組織内の業務課
題に対し、デジタルを活用した
改善策を講じ、率先して課題の
解決に取り組む役割を担う。

• 市として、デジタル推進の中核
人材として、重点的な育成を
図っている。
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４．藤沢市DX推進計画（2024年4月改訂）

• デジタル人材の育成については、本市のDX推進の基軸である、
DX推進計画に沿い、計画的に進めていくことを考えている。

• 計画については、2024年4月に改訂を行い、その中でデジタル
人材の育成の取組については「その他の取組事項」として、他
の取組と並行して積極的に進めていくものとして位置づけられ
ている。

• 後述する、「デジタル人材育成計画」との連動を図りながら、
高い効果を得られる人材育成を進めていくものとしている。
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４．藤沢市DX推進計画（2024年4月改定）
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４．デジタル人材育成計画との連動性
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・2023年11月16日 令和５年度 第３回 DX推進本部
会議にて、デジタル人材育成計画 が採択され、今後の
デジタル人材育成について、計画性を持ちながら推進し
ていくこととなった。

・市全体として、DXの推進について一体性を持った取
組となるように、職員階層別に求められる知見やスキル
を定義化※。求める人材像に対する研修等の目的の明確
化を図り、より効果的な人材育成投資につなげていく狙
い。
・デジタル人材育成については、この計画を基軸にして、
その時々に求められるテーマを設定しながら連動性を
もって進めていきたいと考えている。

※階層ごとの定義については次ページ以降のデジタル人材育成計画（抜粋）を参照。



【職員階層 ５つに定義】※以降のページに詳細
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デジタル人材育成計画（抜粋）
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デジタル人材育成計画（抜粋）
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デジタル人材育成計画（抜粋）



20Fujisawa Digital Promotion Office

デジタル人材育成計画（抜粋）
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デジタル人材育成計画（抜粋）
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デジタル人材育成計画（抜粋）
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デジタル人材育成計画（抜粋）



５．令和６年度における方針
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研修の実施時にはアンケート※を実施し、受講者のニーズや満足度などを測定しながら進めた。
アンケート結果によると、平均的にDXに関する基礎的な理解は浸透している一方で、実務的なスキルセッ
トに対するニーズが表出しているという状況になってきていることが判明した。

また、「デジタル人材育成計画」では、DXの推進に必要とされる知識やスキルなどを、職員の階層別に定
義している。令和６年度以降の職員研修では、この定義に基づいてコンテンツの分化や深化を進めていく予定
であり、計画的かつ拡充的に人材育成を進めていきたいと考えている。

このため、令和６年度以降のデジタル人材育成に関する取り
組みでは、具体的かつ実践的な内容を含んだ研修コンテンツ
の提供とともに、さらなるDX推進に繋げるため、意識醸成に
資する取組を進めていきたいと考えている。



６．令和6年度におけるデジタル人材育
成研修について

• DXマネージャ、リーダーを対象としたホリゾンタルな
研修から脱却し、前述した現状・課題等を踏まえ、現
実的かつ有効性が高いと考えうる提案を行うこと。
（自由提案）
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• 原則として、本プロポーザルでは、提案者による自由提案を求めるものと
する。



６．令和6年度におけるデジタル人材育
成研修について

研修アンケートの実施と分析
●業務内容：研修アンケートを実施し、参加職員の理解度や研修コンテンツのニーズを把握し、
随時研修コンテンツの改善を行うこと。また、アンケート結果を分析し、必要性や要望の高い
研修コンテンツを提案するなど、積極的な改善提案を行うこと。

中期的な継続性を念頭とした、総合的な計画案の提案
●提案においては令和６年度から令和８年度に至る３年間の継続事業を想定し、計画性を踏ま
えた提案を行うこと。
※注※本プロポーザルは、令和６年度における業務委託の調達に限定し、事業者の選定を行うことを目的としている。

本項目については、提案内容の審査を行う上での評価点の一側面として以上の意味を持たない。よって、３か年にわた
る長期継続契約の契約締結を意図するものではないことにつき留意すること。

• 提案の範囲に、次の項目、および、その他外延的な提案を含めること。
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７．開催条件（環境面）

•研修の開催においては、市からは次の環境を提供可能で
ある。

•原則としては市庁舎内会議室等を会場として開催するが、
研修の一部においては、市の施設に限定せず、効率性や
学習効果の向上を図る観点から、庁舎外の会場や機材の
供用することなどについて、副次的な提案を求める。
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７．開催条件（環境面）

（１）会議室

・６０名程度収容が可能

※別業務の利用により、十分な日程確保が難しい場合がある

・プロジェクター・スクリーン（ＨＤＭＩ形式で接続可）

・Ｗｉ－Ｆｉ環境の提供なし

※ポケットＷｉ－Ｆｉであれば数台提供可能
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５月２０日時点における会議室確保状況（本庁舎７階 ７－１，７－２会議室 60名程度収容）

※いずれも、８：００－１７：３０の時間帯を確保（今後変更あり）

8月2日 9月6日 9月13日 10月4日 10月7日 10月11日 12月20日 2月10日 2月12日

2月13日 2月14日 2月19日 2月24日 3月4日 3月5日 3月6日 3月7日



７．開催条件（環境面）

（２）端末環境

・職員用業務端末（ローカルアクセス環境）

・インターネットの利用は可能だが、神奈川県下で利用されている、

自治体情報セキュリティクラウド（神奈川情報セキュリティクラウド・KSC）を

経由した形態。利用において一定の制限が設けられているので、

制限に抵触するコンテンツにはアクセスできない。

・デスクトップ型端末環境の利用職員を除き、会議室への持ち込みが可能。
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８．令和５年度 デジタル人材育成研
修・研修受講者アンケート結果

• 令和５年度に実施したデジタル人材育成研修について、研修
前・修了後のアンケート結果（事業者作成 完了報告書）から、
一部抜粋した情報を掲載するため、提案に活用すること。
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※資料について
令和５年度 デジタル人材育成研修業務委託として、株式会社NTTDXパートナーを相手方として締結
した業務委託契約に基づき、研修事業を行った。本項で掲載している資料（アンケート結果等）につ
いては、この委託業務の最終報告書として提供された資料から抜粋したものである。



０．令和５年度デジタル人材育成研修業務委託 日程



１．研修開始前 事前アンケート結果
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１．研修開始前 事前アンケート結果
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１．研修開始前 事前アンケート結果
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１．研修開始前 事前アンケート結果
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１．研修開始前 事前アンケート結果
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１．研修開始前 事前アンケート結果
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２．修了後 アンケート結果
（DX推進マネージャー/リーダー全体研修）
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２．修了後 アンケート結果
（DX推進マネージャー/リーダー全体研修）
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２．修了後 アンケート結果
（DX推進マネージャー/リーダー全体研修）
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３．修了後 アンケート結果
（DX推進マネージャー向け）
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３．修了後 アンケート結果
（DX推進マネージャー向け）
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３．修了後 アンケート結果
（DX推進マネージャー向け）
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４．修了後 アンケート結果
（DX推進リーダー向け）
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４．修了後 アンケート結果
（DX推進リーダー向け）
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４．修了後 アンケート結果
（DX推進リーダー向け）
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４．修了後 アンケート結果
（DX推進リーダー向け）
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９．令和６年度 スケジュール 想定

•令和６年度については、おおむね次に示す日程感
にて実施する。※調達日程等の都合により若干前
後する可能性がある。
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９．令和６年度 スケジュール 想定
令和６年度

４月 ６月 ８月 １０月 １２月 ２月

開講
９月
中旬
ころ

調達事務等
契約
９月

総
括

委託契約の期間 ９月～２月末を軸に調整

49Fujisawa Digital Promotion Office

各種研修
実施期間



１０．特記事項等

• 今後、DX推進において庁内に積極的に展開していきたいテーマ
およびキーワードを列挙する。これらの項目については、提案
内容に積極的に盛り込み、藤沢市職員に向けた研修として高い
効果が図られる提案を期待するものである。

テーマおよびキーワード

「市民ポータル」 「三方よし」 「END TO END」

「生成AI活用」「キャッシュレス」「デザイン思考」

「高度専門人材」 「PMH」 「データ活用（EBPM）」


